受付番号　　　　　　　　

様式第１号（第５条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金交付申請書

平成　　年　　月　　日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  嶋 田　武 司　様

（〒　　　　　　　　）

住　　　所
（フリガナ）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　印
下記により平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記

１　事業の内容　　　　　　　　　所在地
蓄電システム設置予定場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　
　　２　蓄電容量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kWh
　　

３　補助金交付申請額　　　　　　金　  　　　　　　　　　　　  　　　　円
４　着手予定年月日　　　　　　　　平成　　 年　　 月　　 日

完了予定年月日　　　　　　　　平成　　 年　 　月　 　日

　　
５　添付書類

 (１)　設置予定機器一覧表（別記）
 (２)　その他協会が必要と認めるもの
別記（様式第1号関係）
設置予定機器一覧表

太陽光発電システム  （□既設　□新設　※どちらかに☑を入れてください）
	メーカー名
	

	太陽光モジュール製品名
	

	公称最大出力と使用枚数
	公称最大出力
	使用枚数
	合計出力

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	太陽電池の最大出力（小数点第3位以下切捨て）
	　　　kW　


設置予定の蓄電システム
	メーカー名
	

	蓄電システム製品名
	

	パッケージ型番　
	

	蓄電容量
	kWh  

	機器費（見込）
	　　　　　　　千円　


(注)蓄電容量はSIIに登録された数値を記入して下さい。機器費には工事費、諸経費、消費税等は含めないでください。　　

	設置予定者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       ㊞
住所　〒　　　　 －

日中つながる電話番号（　　　　　）　　　　－

	設置予定場所
	※現住所と同じ場合は、同上とご記入ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	着手予定日
	平成　　　　年　　　　月　　　　日

	完了予定日
	平成　　　　年　　　　月　　　　日

	設置

予定

業者
	住　所
	


	
	会社名
	

	
	代表者
	

	
	電　話
	

	
	担当者
	


住宅位置図及び現況写真

	住宅位置図

□別添有り

（別添の場合は☑を入れてください）
	簡易地図を記載又は貼付けしてください

	現況写真

□別添有り

（別添の場合は☑を入れてください）
	太陽光モジュールの設置が確認できる画像を貼付けしてください

（太陽光発電システムを新設する場合は、実績報告書提出時に写真を添付してください）



	蓄電システム

	平成30年7月2日から平成31年3月29日までに機器の設置が完了するもの

	<要件>

　国が平成29年度以降実施する補助事業における補助対象システムとして、パッケージ型番が登録されているもの

　  (参照)ＳＩＩのホームページ　 https://sii.or.jp/zeh/battery/search


· 詳細については、補助金交付要綱で確認してください。

※　協会から別途資料を求められた場合、提出してください

様式第４号（第８条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金内容変更承認申請書

平成　　年　　月　　日

一般財団法人　淡路島くにうみ協会

理事長　嶋 田 　武 司　様

（〒　　　　　　　　）

住　　　所

（フリガナ）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　印

平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第８条の規定に基づき、補助事業の内容の変更承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容

設置予定機器変更の場合は下記に記載してください
	メーカー名
	

	蓄電システム製品名
	

	パッケージ型番　
	

	蓄電容量
	kWh  

	機器費（見込）
	千円　


２　変更の理由

３　添付書類（必要に応じ、変更内容が分かる書類）

様式第６号（第10条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金中止（廃止）承認申請書

平成　　年　　月　　日

一般財団法人　淡路島くにうみ協会

理 事 長　嶋 田 　武 司　様

（〒　　　　　　　　）

住　　　所

（フリガナ）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　印

平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第10条の規定に基づき、補助事業の中止（廃止）の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止（廃止）の期日

　　　　　　　　　　　

３　申請受付番号
受付番号　　　　　　　　

様式第８号（第12条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金実績報告書

平成　　年　　月　　日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  嶋 田　武 司　様　　　　　　 

（〒　　　　　　　　）

住　　　所

（フリガナ）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年　　月　　日付け第　　号で交付決定通知のあった平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助事業を完了したので、関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　事業の内容　　　　　　　　　　　　所在地

蓄電システム設置場所　          　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

２　蓄電容量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　kWh
３　補助金交付決定額　　　　　　　 　 金　　　　　 　　　　　　　　　　　円 

４　事業の着手年月日　　　　　　　　　　　　　（平成　　年　　月　　日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　事業の完了年月日　　                      （平成　　年　　月　　日）

　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　※申請内容を上段（　）に記入、実績を下段に記入する。

　　５　添付書類

      (１)　設置機器リスト兼領収内訳書（別記）

(２)　補助対象機器が含まれる領収書の写し

(３)　補助対象機器の設置が確認できる写真
(４)　債権者登録書及び通帳の写し
(５)　その他協会が必要と認めるもの

 別記（様式第８号関係）
設置機器リスト兼領収内訳書
※この書類は、契約相手である販売設置業者が作成してください
	申請者氏名
	

	補助対象機器を設置した住所
	

	設置年月日
	


補助対象となる機器
蓄電システム
	国の補助事業の登録

	メーカー名
	

	製品名
	

	パッケージ型番
	


領収内訳
	項　　　目
	金　　　額

	補助対象機器（蓄電システム）費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	設置工事費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	消費税
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円


上記のとおり相違ないことを証明します。
平成　　　年　　　月　　　日
　　
	住　所
	
	印（※）

	会社名
	
	

	代表者
	
	

	電　話
	
	

	担当者
	
	


（※）領収書の印と同一
　　　　　　　　　　　　　　　　　受付番号　　　　　　　　　
様式第10号（第15条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金交付請求書
平成　　年　　月　　日
一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  嶋 田　武 司　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（フリガナ）　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり、補助金を精算払いによって交付されたく、平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第15条の規定により請求します。

金　　　　　　　　　円也

ただし、平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金として

補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円

補助金確定額　　　　　　　　　　　　円　
既受領額　　　　　　　　　　　　円
今回請求額　　　　　　　　　　　　円
〈　根　拠　〉

補助金交付決定通知　　番号　

　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

補助金交付決定変更通知　　番号

　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

補助金確定通知　　番号

　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

受付番号　　　　　　　　　

様式第12号（第18条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金に係る財産処分承認申請書

平成　　年　　月　　日

一般財団法人　淡路島くにうみ協会

理 事 長  嶋 田　武 司　様

（〒　　　　　　　　）

住　　　所

（フリガナ）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　印

　

平成30年度家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第18条第２項の規定に基づき、財産処分の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　処分しようとする財産の明細

２　処分の内容

３　処分しようとする理由

４　その他必要な事項
会社印





補助対象


機　　器








